
議案第２５号 

 

 

専決処分事項の承認を求めることについて 

 

 次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１

項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、こ

れを報告し、承認を求める。 

 

 

 

令和８年６月１８日提出 

印南町長 日裏 勝己 

  



専決第４号 

 

 

専決処分書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかである

と認め、次のとおり専決処分する。 

 

 

 

令和８年３月３１日 

印南町長 日裏 勝己 

 



 

 

 

令和７年度 印南町一般会計補正予算（第９号） 

 

 令和７年度 印南町一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによ

る。 

 

  （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ３０２，４６７ 千

円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ ７，３３６，７２６ 

千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は「第２表 地方債補正」による。 

 



1 973,740 7,412 981,152

1 町民税 324,201 3,800 328,001

4 町たばこ税 30,000 3,000 33,000

5 入湯税 180 612 792

2 80,053 5,255 85,308

1 自動車重量譲与税 47,000 4,487 51,487

2 地方揮発油譲与税 14,000 1,495 15,495

3 森林環境譲与税 19,053 △727 18,326

3 600 1,226 1,826

1 利子割交付金 600 1,226 1,826

4 6,000 4,203 10,203

1 配当割交付金 6,000 4,203 10,203

5 15,300 376 15,676

1 株式等譲渡所得割交付金 15,300 376 15,676

6 8,800 1,594 10,394

1 法人事業税交付金 8,800 1,594 10,394

7 155,500 47,737 203,237

1 地方消費税交付金 155,500 47,737 203,237

8 27,000 5,159 32,159

1 ゴルフ場利用税交付金 27,000 5,159 32,159

9 9,800 △1,618 8,182

1 環境性能割交付金 9,800 △1,618 8,182

10 4,035 316 4,351

1 地方特例交付金 4,000 316 4,316

11 2,193,200 446,535 2,639,735

1 地方交付税 2,193,200 446,535 2,639,735

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

地方交付税

町税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円



12 500 185 685

1 交通安全対策特別交付金 500 185 685

14 59,449 △364 59,085

1 使用料 39,752 △266 39,486

2 手数料 19,697 △98 19,599

15 1,119,865 △44,962 1,074,903

1 国庫負担金 275,635 △24,223 251,412

2 国庫補助金 821,801 △18,320 803,481

3 国庫委託金 22,429 △2,419 20,010

16 458,891 △28,704 430,187

1 県負担金 300,857 △7,997 292,860

2 県補助金 131,356 △19,386 111,970

3 県委託金 26,678 △1,321 25,357

17 33,071 34,098 67,169

1 財産運用収入 33,070 34,098 67,168

18 301,001 △49,454 251,547

1 寄附金 301,001 △49,454 251,547

19 686,889 △107,279 579,610

1 基金繰入金 663,443 △107,279 556,164

21 37,763 △5,248 32,515

1 延滞金加算金 81 △24 57

3 雑入 32,093 △1,068 31,025

4 受託事業収入 5,588 △4,156 1,432

22 680,100 △14,000 666,100

1 町債 680,100 △14,000 666,100

7,034,259 302,467 7,336,726

繰入金

諸収入

町債

歳　　入　　合　　計

交通安全対策特別交付金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

補　正　額

 千円

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円



2 2,201,696 477,180 2,678,876

1 総務管理費 1,978,047 496,372 2,474,419

2 徴税費 124,654 △7,740 116,914

3 戸籍住民基本台帳費 41,296 △2,280 39,016

4 選挙費 51,633 △9,172 42,461

3 1,227,696 △64,164 1,163,532

1 社会福祉費 1,048,378 △51,291 997,087

2 児童福祉費 178,948 △12,873 166,075

4 687,227 △38,977 648,250

1 保健衛生費 419,894 △38,977 380,917

2 清掃費 222,655 0 222,655

5 195,938 △22,741 173,197

1 農業費 152,978 △16,709 136,269

2 林業費 30,034 △2,971 27,063

3 水産業費 12,926 △3,061 9,865

7 590,110 △94 590,016

5 住宅費 13,808 △94 13,714

8 181,018 △3 181,015

1 消防費 181,018 △3 181,015

9 1,143,884 △48,545 1,095,339

1 教育総務費 97,042 △6,527 90,515

2 小学校費 98,934 △13,319 85,615

3 中学校費 572,303 △7,593 564,710

4 社会教育費 41,358 △23 41,335

5 保健体育費 23,798 20 23,818

6 幼児対策費 310,449 △21,103 289,346

教育費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

土木費

消防費

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円



11 696,740 △1,271 695,469

1 公債費 696,740 △1,271 695,469

12 4,843 1,082 5,925

1 予備費 4,843 1,082 5,925

7,034,259 302,467 7,336,726

公債費

予備費

歳　　出　　合　　計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

款 計



１　総　　括

（歳　　入）

1 町税 973,740 7,412 981,152

2 地方譲与税 80,053 5,255 85,308

3 利子割交付金 600 1,226 1,826

4 配当割交付金 6,000 4,203 10,203

5 株式等譲渡所得割交付金 15,300 376 15,676

6 法人事業税交付金 8,800 1,594 10,394

7 地方消費税交付金 155,500 47,737 203,237

8 ゴルフ場利用税交付金 27,000 5,159 32,159

9 環境性能割交付金 9,800 △1,618 8,182

10 地方特例交付金 4,035 316 4,351

11 地方交付税 2,193,200 446,535 2,639,735

12 交通安全対策特別交付金 500 185 685

14 使用料及び手数料 59,449 △364 59,085

15 国庫支出金 1,119,865 △44,962 1,074,903

16 県支出金 458,891 △28,704 430,187

17 財産収入 33,071 34,098 67,169

18 寄附金 301,001 △49,454 251,547

19 繰入金 686,889 △107,279 579,610

21 諸収入 37,763 △5,248 32,515

22 町債 680,100 △14,000 666,100

7,034,259 302,467 7,336,726歳　　入　　合　　計

 千円  千円

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円























































第２表 地方債補正 
 

（ 変 更 ）                          （単位：千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

過疎対策事業債 

補

正

前 

４８２，２００ 証書借入 

年５．０％以内（た

だし、利率見直し方

式で借り入れる政

府資金及び地方公

共団体金融機構資

金について、利率の

見直しを行なった

後においては、当該

見直し後の利率） 

政府資金について

は、その融資条件に

より、銀行その他の

場合にはその債権

者と協定するもの

による。ただし、町

財政上の都合によ

り据置期間及び償

還期限を短縮し、又

は繰上償還もしく

は低利に借換えす

ることができる。 

補

正

後 

４８２，０００ 〃 〃 〃 

緊急防災・ 

減災事業債 

補

正

前 

１７２，９００ 〃 

年３．０％以内（た

だし、利率見直し方

式で借り入れる政

府資金及び地方公

共団体金融機構資

金について、利率の

見直しを行なった

後においては、当該

見直し後の利率） 

〃 

補

正

後 

１５９，１００ 〃 

年５．０％以内（た

だし、利率見直し方

式で借り入れる政

府資金及び地方公

共団体金融機構資

金について、利率の

見直しを行なった

後においては、当該

見直し後の利率） 

〃 

 


